
様式第２号（第４条関係）

１■事務事業の概要

　

　 部
課

又は施設

　　

②項

対象と

コード 3―2―1―3―1　南部地区の市街地整備

１－４事務事業の
豊明駅南部地

意図（対象を事務事業によっ
よ 状態 す

第二東名高速道路豊明インター及び豊明駅周辺地域において 愛知豊明花き地方卸売市場を中心とした生産流通ゾーンを形成する

コード 3―2―1

「いきいきとした賑わいと活力あふれるまちづくり」 　④単位施策(中） 　新規市街地整備 コード  3―2―1―3

都市整備担当係長　下廣信秀

 
１－３総合計画に
おける施策の体系

①節
都市基盤・産業振興 　③基本施策 　市街地整備・住環境整備

市街地・住宅 　⑤単位施策(小）

１－１事務事業の
名称

豊明駅南部土地利用計画整備事業（主要事業）

１－２担当 経済建設部 都市計画課 係 計画建築係 評価票作成者

対象と
対象の数

　

２■事務事業実施の状況

平成18年度

　
平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度
　企業誘致現況調査報告書に基づいた該当地区の地権者の土地利用の意向が住居系２４％、企業誘致４９％のため、土地利用方針を検討する必要がある。

　総合計画、都市マスタープランの修正も視野に入れ、土地
利用方針の検討

〃 〃

　まちづくり基本構想を基に具体的な実現化方策の検討 　まちづくり三法の改正に伴い、都市マスタープラントの整
合性に欠ける部分があり、土地利用の再検討が必要である。

　豊明の南部地区に流通ゾーン、商業ゾーンを形成することについて、市民ニー
ズも強いと思われる。

　道路における豊明の玄関であるインターを活かした土地利用を検討するため、地権者の意見を聞きながら、豊明駅南部地区を区画整理事業で整備し、市街化区域編入手続きを実施していく。

　
２－１事務事業の
実施における基本
認識

事務事業実施にあたって心がけた改善の取組み 社会状況等の事務事業がおかれる環境把握 市民ニーズの認識
　地元地権者へのアプローチについて検討。 　当地区は愛知豊明花き地方卸売市場があり、流通の拠点と

して整備する必要がある。
　豊明の南部地区に流通ゾーンを形成することについて、市民ニーズも強いと思
われる。

　コンサルに上位計画との整合性、当該地区の特性に考慮
し、まちづくり基本構想策定業務委託を実施。

　伊勢湾岸道路豊明インター周辺という広域交通条件の良さ
を活かすため、南部地区の土地利用を検討する必要がある。

〃

１－４事務事業の
目的の精査

豊明駅南部地区
対象 事務事

てどのような状態にするの
か）

第二東名高速道路豊明インター及び豊明駅周辺地域において、愛知豊明花き地方卸売市場を中心とした生産流通ゾーンを形成する
ために、市街化区域編入等により集落施設や産業施設の立地が可能な市街地整備の計画を策定する。（約２３．１ha）

１－５事務事業の
内容

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

　

活動実績
単位

　企業誘致現況調査報告書に基づいた該当地区の地権者の土地利用の意向が住居系２４％、企業誘致４９％のため、土地利用方針を検討する必要がある。

 
２－３成果指標に
係る活動実績と

　平成１８年度 　平成１９年度 　平成２７年度

0 3.4(％) 3.4(％) 3.4(％) 0

　平成２６年度

 
２－２総合計画に
おける単位施策成
果指標

事務事業成果指標名 前期目標値(単位) 後期目標値(単位) 指標の説明

　事務事業進捗率（％）=個別事務事業期間÷全体の事務事業期間 14(％)

　平成２０年度 　平成２１年度 　平成２２年度 　平成２３年度 　平成２４年度 　平成２５年度

　平成32年度の市街化区域編入に向け集客施設等の立地をするまでの指標
個別事務事業　①構想原案策定　　②整備手法の選定　③まちづくり協議会立上　④地権者の調整
⑤地区計画の策定　⑥農振農用地区除外　⑦区画整理事業計画策定　⑧都市計画決定　⑨市街化編入

36(％)

　 ａ（単位)
直接事業費
ｂ（千円）
人件費
ｃ（千円）
合計コスト
ｄ(ｂ＋ｃ)
（千円）

単位コスト
ｄ／ａ
（千円） 当たり  0 １％当たり1,295 1％当たり779 1％当たり190 当たり 当たり 当たり 当たり

アウトプット実績（活動数値）の補足説明 　６，４５７千円×１人×０.1＝６４６千円

係る活動実績とコ
ストの推移（アウ
トプット分析）

当たり 当たり

0 4,402 2,649 646 74

0 2,669 2,649 646 74

0 1,733 0 0 0

0 3.4(％) 3.4(％) 3.4(％) 0



　

後期目標値
に対する達
成度（％）

３■事務事業の自己評価結果

　
単年度
担当課評価

　　　　　
　　● ４段階評価結果 Ａ ： 上位目的である施策に貢献しているので継続する ● 判断の基準　①必要性（必要な事務事業であるか）

Ｂ ： 事務事業の実施手法や環境（予算的・人的）に改善が必要 　　　　　　　 ②公共性（公が実施する意味があるか）
Ｃ ： 縮小等 事務事業としての見直しが必要 ③妥当性（ニ ズに対して投入が適正か）

　平成２４年度 　平成２５年度 　平成２６年度 　平成２７年度

－ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

３－1　評価結果
(アウトカム自己分
析）

　平成１８年度 　平成１９年度 　平成２０年度 　平成２１年度 　平成２２年度 　平成２３年度

　平成２７年度

18.8（％） 28.3（％） 28.3（％）

　平成２３年度

10.2（％）

　平成２４年度 　平成２５年度 　平成２６年度

3.4（％） 6.8（％）

0（％） 9.4（％）

　平成２１年度 　平成２２年度

10.2（％）

 
２－４成果指標に
対応する実績と達
成度の推移

　平成１８年度 　平成１９年度 　平成２０年度

指標対応実
績（％)

0（％）

　 Ｃ ： 縮小等、事務事業としての見直しが必要 　　　　　　　③妥当性（ニーズに対して投入が適正か）
Ｄ ： 事務事業の廃止が相当 　　　　　　　 ④効率性（結果に至る活動に無駄はないか）

 　　　　　　　⑤有効性（活動の結果が上位の目的に貢献しているか）
               ⑥市民満足度（事務事業が対象にしている市民を満足させているか）

　　　　　 

平成18年度

　
平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

〃 　住居系、工業系及び区域区分の見直しも視野に入れ、市の
関係部署と協議する。

　基盤整備事業のスケジュール表を基に、今後の進め方について関係部署と協議
した。

　土地利用方針についての再検討が必要である。また、地区の個別開発が進むことによる一体的な土地利用が困難になる恐れがある。

　南部地区の地域づくりに向けた考察を行った。

〃 　南部地区の基本構想をもとに、市の関係部署と協議しなが
ら、土地利用を始めまちづくり構想を具体化していく。

　南部地区のまちづくり基本構想策定業務委託を行った。

　土地利用方針についての再検討が必要である。 　総合計画、都市マスタープランの修正も視野に入れ、土地
利用方針について市の関係部署と協議する。

　基本構想をもとに、愛知県の関係部署と土地利用について協議した。

　
３－２評価の内容

今後の環境変化を踏まえた課題認識 次年度に向けて改善する取組み 事務事業の担当課としての単年度の取り組みの自己評価
　地権者及び愛知豊明花き卸売市場の理解が不可欠である。 　南部地区の基本構想を策定していく。

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

４■事務事業の総合評価結果

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

Ｂ 　都市マスタープランとまちづくり三法との整合性を図ること。

Ｂ

 　継続して事業を進めること。

 関係課と連絡を密にし、都市マスタープラン変更も視野にいれ実施すること。

Ｂ 関係課と連絡を密にし 地域を一体的な利用ができるよう意識し事業を進めること

　
４－１総合評価の
結果

結果 審査会による改善方向の指示

－

Ａ

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

Ｂ  関係課と連絡を密にし、地域を一体的な利用ができるよう意識し事業を進めること。


